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．はじめに

近代の日本は，その固有の領域だけでな

く，周辺のアジア太平洋地域について，さま

ざまな地理情報を集積した。台湾や朝鮮半島

のように植民地となった地域だけでなく，軍

事行動や占領，さらには軍政を行った中国大

陸や東南アジア地域についても，多彩な地図

の作製，空中写真の撮影にくわえて気象観測

を行った。

これらによって蓄積された地理情報は，従

来，一部で学術的価値を認められながらも，

その収集目的である植民地統治や軍事行動に

結びつけて理解され，長期間放置状態に置か

れてきた。未整理状態のまま，各地の研究機

関や図書館に分散して収蔵されているものが

すくなくない。

これらの地理情報は，近年とくに重視され

ている地球環境問題や長い周期で起こる自然

災害を考えると，まず長期的な地球観測デー

タの一環として評価されるべきものであろ

う。この種の問題へのアプローチを考えるに

際して，現在使われている観測データはあま

りに短期間をカバーするにすぎず，より長期

にわたる連続したデータが求められているわ

けである1）。

筆者らはこうした地理情報の集積の背景を

検討しながら，その学術情報としての再生を

めざして研究を進めている2）。外邦図 （とく

に日本陸軍作製のアジア太平洋地域の地図）

の目録やデータベースを整備するとともに，

気象観測資料についても関心を深めてきた。

その過程で，とくに戦中期の気象観測資料に

注目するに至ったのは，軍事的な理由から気

象観測の必要が高まり，日本軍のアジア太平

洋地域への展開とともに観測網が拡大され，

多彩なデータが集積されたにもかかわらず，

それが活用されていないケースが少なくない

からである3）。

本稿では，こうした観点から戦中期の気象

観測に焦点を当て，その間の未集成データの

探索の過程と成果について報告する。もとよ

り，戦中期に作製されて今日まで残されてい

る地図や気象観測資料は膨大な量にのぼり，

その多くはなお探索段階にあるが，今後それ

を能率的に進めるためにも，現在までの研究

事例を報告することは意義あることと考えて

いる。

こうした例を検討するに際して筆者らは，

戦中期でも多くの地域で観測が継続され，そ
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なお，中華人民共和国では，戦中期の気象

データに加えて，それ以前に蓄積された気象

データもほとんど利用されないままに放置さ

れている5）。その探索作業は，この種のデー

タに対する関係者の注意を喚起するという点

でも意義あるものとなろう。

．戦中期の気象観測体制と気象データ

戦中期の東アジアにおける気象観測を考え

るに際し，まず検討しておかねばならないの

は，気象観測網の拡大である。国内では地方

の測候所が国営化され，中央気象台の傘下に

置かれたほか （1938～1939年），陸軍気象部の

設立 （1938年），海軍水路部の気象関係部門の

拡充 （1936，1941年） があげられる6）。また海

外駐屯の陸軍では関東軍気象部の設立 （1938

年） につづき，日中戦争開始以後中国大陸に

展開していた野戦気象隊を拡充再編成して，

北支那気象部，中支那気象部，南支那気象部

を設立した7）。海軍水路部でも千島列島の幌

筵島気象観測所の設立 （1935年） 以後，1937

～1939年にかけて北方海域の各地に観測所を

設立するほか，ミクロネシア各地を中心に気

象観測所を設立した （1935～1936年，1939

年）。このうちいくつかは南洋庁気象台傘下

の測候所や委託観測所を受け継いだものであ

る8）。さらに1941年 3月以後は，南洋庁気象

台の業務も海軍気象隊の指揮下に入ることと

なった9）。

このような観測網の拡大とともに，気象

データの外部への流出を防止する気象管制が

実施されていく10）。観測後すぐに集約される

気象データの無線通信に暗号が用いられるほ

か，観測データを周知するための通信にも暗

号が適用された。よく知られている第二次世

界大戦参戦に際しての一般向けの気象通報の

中止 （1941年12月） も，この一環として位置

づけられる。

第二次世界大戦参戦後になると，観測網の

れによるデータは，失われてしまったという

より，戦後の混乱期の中で忘れ去られ，未集

成のまま各地の機関に凍結状態で収蔵されて

いる場合が少なくないと考えるに至ってい

る。また他方で，この時期の資料について目

録が徐々に準備され，資料発見の可能性が増

大している場合も見られ，今後の調査に期待

されるところが大きいことも指摘しておきた

い4）。もちろん楽観は許されないとはいえ，

今後の努力によってデータの空白部を埋めら

れる可能性が残されてことに疑問の余地はな

い。

これにむけて，以下ではまず戦中期の日本

では気象観測と観測データがどのように位置

づけられていたかについて検討する。この時

期には，戦闘や輸送における航空機の役割が

急速に拡大し，その航行の安全だけでなく，

作戦行動においても気象の重要性が認識され

るようになった。これを受けて気象観測デー

タは重要な軍事情報と位置づけられ，可能な

かぎり広範囲な地域のデータの取得にむけ

て，とくに陸海軍によって観測網が拡大され

た。また戦争の相手国にとっても有用な情報

である気象観測データは，秘密とされ，その

外部への流出を防ぐために，とくに無線通信

での連絡に際しては暗号が用いられた。こう

した気象観測の軍事化，さらには気象観測

データの軍事情報化に対する考慮なしに，戦

中期の気象観測データを考えることができな

い。

つぎにこれまでの調査が比較的よく進ん

で，戦中期の気象観測やその後のデータの行

方が判明しはじめた例を紹介する。こうした

例はまだ少ないとはいえ，その特色を検討し

ておくことは，今後のデータ探索にむけてさ

まざまな示唆をあたえると考えられる。とく

に資料の所在については，さまざまな可能性

があることを示したい。国内だけでなく，海

外の機関にもこの種のデータが収蔵されてい

る可能性は大きいのである。
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なお，アメリカ軍では日本軍に対する作戦

だけでなく，台風の発生や移動もふくめて気

象観測の重要性をみとめ，各方面でこれを展

開した13）。中でも注目されるのは中国大陸で

の活動で，海軍が国民党政権と，陸軍が共産

党との協力のもとに中国人を訓練し，空輸し

た観測器具や無線機により各地に観測点を展

開した。国民党との協力によるものだけで

も，第二次世界大戦終結までに70カ所の観測

点のデータを集約するに至ったという。この

中にはラジオゾンデによる高層観測を行うも

のも含まれていた14）。

ラジオゾンデによる観測はもちろん日本軍

でも行われていた。戦争における航空機の役

割の増大に応じて，パイロット・バルーンに

よる高層の気流観測に加えて，ラジオゾンデ

による高層気象観測を中央気象台や陸海軍が

各地で行うようになっていった15）。日本が集

積したこの種の観測資料については，旧満州

や朝鮮半島のものが英文のデータ集として戦

後間もない時期に刊行されている。これは冷

戦を迎えて，アメリカ軍の依頼により集約さ

れたものと考えられる16）。また近年では新し

い研究にむけて，戦時期のこの種のデータに

ついて世界的な集約が行われており17），注目

しておきたい。

ところで，気象データの管理に関連しても

うひとつ注意する必要があるのは，各地の気

象データを月単位で集約する気象月報類のと

りあつかいである。毎日の観測データの集約

とは別に，この種の出版物は各観測地点の

データを継続して記載するものとして重要で

あるが，その配布の範囲は秘密保持を考慮し

て限られたものとなったようである。

以上のように，まだ不明のことが多いが，

気象観測の軍事化，さらには気象観測データ

の軍事情報化について簡単に触れた。以下で

は，戦時期の気象観測の進行とデータの残存

状況が比較的よくわかっている三つのケース

について報告する。

拡大は戦線の拡大とともに急速に進む。陸軍

の気象観測を通覧する『陸軍気象史』の大部

分を占めるのがこれに関する記述で，緒戦の

マレー半島，ビルマ，フィリピンへの展開に

つづいて，「東南方」（太平洋），「南西戦線」

（東南アジア），「大陸持久正面」（中国大

陸），さらに末期の「本土周辺」の順に経過

を示している11）。

他方，海軍もオランダ領東インド，南シナ

海，カムチャツカ方面に観測網を拡大し，

1942年 3月からは特設気象隊が設置され，第

二気象隊が中国の揚子江中下流と福建省や広

東省の海岸，第三気象隊が東南アジア，第四

気象隊がミクロネシア，第五気象隊が北海道

から千島列島，アリューシャン列島 （キスカ

島・アッツ島），さらに第八気象隊がニュー

ギニア，ソロモン諸島を担当することとなっ

た。また1944年 4月には海軍気象部が水路部

から独立した。

ただし，大きく見ればこのように展開した

日本の観測体制も，その細部の変化を追跡す

ることは容易なことではない。戦線の拡大と

ともに，観測要員が養成され，気象観測部隊

がつぎつぎと編成されて各地に派遣されて

いった。この経過については，当時の関係者

の回想などが刊行され参考になるが，経過を

詳細に知るには，他の資料の参照が不可欠で

ある。とくに日本軍の進撃過程での，既存の

気象観測施設の接収，観測の継続，さらには

敗戦時の気象観測施設の引き渡し，気象デー

タの処理などの詳細がわかる場合は，ほとん

どないと考えられる。

また無線による気象観測データの送受信に

際して用いられた暗号については，日本側，

連合国側でさかんに解読作業が行われた。こ

の実情は，日本側についてはアジア歴史資料

センターが公開している関係資料など，アメ

リカ側については同国立公文書館Ⅱ （メリーラ

ンド州カレッジパーク） の関係文書などから確

認でき，今後の本格的検討が必要である12）。
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された第二十二野戦気象隊がフィリピンの気

象観測を担当することとなった23）。

なお，フィリピンには開戦前からアメリカ

軍の第 5気象大隊が展開し，一部は日本軍の

気象暗号を解読していたというが，日本軍の

進撃により，その要員は捕虜となって日本本

土に送られたほか，一部は潜水艦で脱出し，

さらに他の一部はフィリピン人のゲリラグ

ループに入り抵抗を続けた24）。

1943年11月の『比律賓氣象月報』に示され

た図にみえる観測網は，第二十二野戦気象隊

に再編成されてからもそれが拡充されたこと

を示している （図 1）。また，その観測点のい

くつかは，開戦以前のフィリピンの気象観測

点を踏襲するものであったことがうかがえる

（表 1）。

ところで，マニラのイエズス会観測所の建

物は日本軍により軍の病院に転用されたが，

1945年 2月の連合国軍によるマニラ包囲に際

しては，日本兵がその天文棟，ついでアテネ

オ棟に放火して観測所の図書や文書も焼失し

たという25）。他方マニラに駐在した気象隊の

主力は，同年 1月 9日以後に他の部隊ととも

にルソン島の山岳地帯に避難し，そこで終戦

を迎えたが，その間に多数が戦死した。また

マニラに残留した51名の小部隊は，主力の避

難後も通信を 1月下旬まで続けたが，その後

の消息は不明で，最終的な生存者は 3名で

あったという26）。

以上のような日本軍のフィリピンにおける

気象観測を集約する気象月報としては，すで

に示した『比律賓氣象月報』があり，1943年

9月号以降1944年 1月号までについては，気

象庁図書館，防衛省防衛研究所，さらに国立

公文書館に分散して収蔵されていることがわ

かった。このうち気象庁図書館のものはアメ

リカからの返還資料であることを確認してい

る27）。他方国立公文書館のものも返還資料

で，すでにアジア歴史資料館資料としてイン

ターネットを通じて全ページが公開されてい

．フィリピンにおける気象観測と気象月報

日本軍の進撃にともなう占領につづき，気

象観測網の確立，さらには連合国軍の進撃に

よる日本軍の退却・降伏と戦火をともないつ

つ推移したフィリピンにおける戦中期の日本

軍の観測についてまず検討したい。フィリピ

ン各地におけるその詳細についてはまだ不明

な点が多いが，以下にマニラの観測所におけ

る戦時下の状況を中心に述べる。

マニラでは，世界各地に地球観測施設を設

置したイエズス会が1865年に観測所を開設

し，以後，気象だけでなく天文学や地震学の

観測も行った。同観測所はフィリピンの気象

観測の中心となり，アメリカの領有後にフィ

リピン気象局が設立された後も，その地位を

維持し発展をつづけた18）。その傘下にあって，

中核的役割を果たす Second class までの観測

所の数は1904年には17であったのが，1920年

には22と増加するほか，それ以下のクラスの

観測所のデータの記載も充実した19）。戦前期

にはとくにアメリカ出身の神父 Charles E. 

Deppermann （1889－1957年） が台風の研究な

どで活躍し20），当時台北帝国大学気象学教室

の助教授であった小笠原和夫 （1899－1979年）

に大きな影響を与えた21）｡

1942年 1月，マニラに進駐した陸軍気象第

二大隊は，こうしたマニラ観測所の神父たち

に気象観測を続けさせようとしたが受け入れ

られず，近くのフィリピン大学工学棟で業務

を開始した。他方，その傘下の気象第三中隊

はルソン島西岸のビガンと北端のアパリに上

陸し，8月までにフィリピンの主要地点 （マ

ニラのほか北からアパリ，ビガン，エチア

ゲ，レガスピー，イロイロ，セブ，プエルト

プリンセサ，カガヤン，ダバオ，サンボアン

ガ） に観測隊を配置したことが確認できる22）。

このほとんどで高層気流観測が行われたほ

か，マニラとダバオでは高層気象観測も行わ

れた。1942年 9月以降になると，新規に編成
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図 1　陸軍第二十二野戰気象隊の観測班の駐在地（『比律賓氣象月報』昭和18年11月）
ミンダナオ島の西端の観測地点は「ザンボアンガ」（サンボアンガ）。　
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興味深いのは，『比律賓氣象月報』と『比島

行政機關氣象月報』の表紙の写真が参照可能

な号を見ると，共通して “San Jose, Mindoro” 

（手書き） とともに “16 DEC 1944” （ゴム印）

の日付にはじまる移管過程を示すと考えられ

る記入があり，末尾は “ATIS” （手書き） と

“11 JAN 1945” （ゴム印） で終わっている （図

2）。当時ミンドロ島のサンホセには，田中

邦男曹長以下9名の観測班が常駐しており29），

これらの月報は，この観測班に配布されてい

たものが，1944年12月15日にミンドロ島に上

陸したアメリカ軍によってともに接収され，

その後の経過のなかで一方はアメリカ議会図

書館に，他方は返還資料として日本の関係

機関に収蔵されることになったことを示唆し

ている。また，ATIS は Allied Translator and 

Interpreter Section （連合国軍翻訳通訳部） の

略号であり，この資料の内容や意義がすぐに

日本語を解する部隊で確認されたことがうか

る28）。防衛研究所のものは，インターネット

で公開されている公開目録による（陸空－中

央航空気象 150～154）。このうち1944年 1月

号は，気象庁図書館と防衛研究所が 1冊ずつ

収蔵しており，防衛研究所のものも返還資料

であることがうかがわれる （表 2参照）。

もう一方は『比島行政機關氣象月報』（第

二十二野戦気象隊本部） で，1943年 1月号お

よび 2月号をアメリカ議会図書館で確認し，

2013年 2月に写真撮影を行った。『比島行政

機關氣象月報』に掲載されている観測点の数

は1943年 1月号では41箇所に達して，『比律

賓氣象月報』にみえる観測点の 2倍以上とな

る。陸軍の測候班のデータは毎日電信で送信

されたと考えられるが，『比島行政機關氣象

月報』はそうした取り扱いを受けない観測

データを集成するという役割を持っていたか

らであろう。

なお，以上の資料の来歴に関連してさらに

表 1　第二十二野戦気象隊の観測点とフィリピン側の戦前期気象観測点

観測所 『比律賓氣象月報』記載の観測点
『フィリピン気象局年報』記載の観測点の
経緯度・標高

備考

北　緯 東　経 標高（m） 北　緯 東　経 標高（m）

マニラ 14度35分 120度59分 10.1 14度34分41秒 120度58分33秒 10.05

アパリ 18度22分 121度38分 5.1 18度22分 121度38分 5.06

ビガン 17度34分 120度23分 12.2 17度34分 120度23分 12.2

バギオ 16度25分 120度35分 1512.5 16度25分 120度35分 1512.5

クラーク 15度20分 120度13分 17.3 － － －

リパ 13度56分 121度10分 304.8 － － －

ナガ 13度37分 123度11分 5.7 13度37分 123度11分 記載なし

ボアック 13度27分 121度50分 9.3 － － －

レガスピー 13度09分 123度49分 2.5 13度09分 123度45分 2.5

サンホセ 12度27分 121度03分 25.7 － － －

タクロバン 11度15分 125度00分 21.6 11度15分 125度00分 21.61

イロイロ 10度42分 122度34分 14 10度42分 122度34分 14 　

セブ 10度18分 123度54分 9 10度18分 123度54分 9 　

プエルトプレリンセサ  9度45分 118度45分 15.01 － － －

カガヤン  8度29分 128度38分 10.9  8度29分 124度38分 記載なし

ダバオ  7度01分 125度35分 23.0  7度01分 125度35分 記載なし

サンボアンガ  6度54分 122度05分 6.9  6度54分 122度05分 6.9 「ザンボアンガ」と記載

注：『比律賓氣象月報』は1943年9月号，『フィリピン気象局年報』 （Annual Report of the Weather Bureau, Part III） は1938年
　　（気象庁図書館蔵）。ただしマニラについてはMeteorological Bulletin for 1940, May-August  （気象庁図書館蔵） による。
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表 2　第二十二野戦氣象隊刊行の気象月報

誌　　名 年　月 刊行時期 備　　　考

比律賓氣象月報 1942年10月 防衛研究所

比島行政機關氣象月報 1943年 1月 　－ アメリカ議会図書館

比島行政機關氣象月報 1943年 2月 　－ アメリカ議会図書館

比律賓氣象月報 1943年 9月 1944年 4月 気象庁図書館返還資料

比律賓氣象月報 1943年10月 防衛研究所

比律賓氣象月報 1943年11月 1944年 4月 国立公文書館返還資料

比律賓氣象月報 1943年12月 防衛研究所（ 2冊）

比律賓氣象月報 1944年 1月 1944年 5月 気象庁図書館返還資料・防衛研究所

注：空欄は未調査。

図 2　『比島行政機關氣象月報』（1943年2月号、アメリカ議会図書館蔵）（上）と『比律賓氣象月報
（1943年11月、国立公文書館蔵返還資料）（下）の表紙に見られる接収経過を示す記入
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こうした上海を中心とする海軍の気象観測

は，1942年 3月にその気象観測組織が特設気

象隊として再編成が決定されて以後は，第二

気象隊が担当することとなった38）。気象庁図

書館ならびに防衛省防衛研究所が収蔵する月

報は，初期は 『上海氣象月報』と『氣象月報』

に分かれており，前者は上海のデータを，後

者は当初の安慶・九江から城陵磯・舟山島・

東沙島へとデータの掲載地点が増大し，揚子

江沿岸から東南海岸までもカバーするように

なっていった。また1943年の後半以降になる

と月報のタイトルは『氣象月報』へと統一さ

れていく。1944年7月号になると39），江蘇省

北部の連運港，海南島の海口，三亜にも観測

点が設置されている （表 3）。

ただしフィリピンの場合とは違って，こう

した第二気象隊をはじめとする日本軍の気象

観測網が現地の気象観測と共存していた点は

注目される。1943年に在上海日本大使館事務

所が行った調査によって，日中戦争による混

乱のあと，汪兆銘政権のもとで中央政府や省

政府の観測所が業務を再開していることが明

らかにされている40）。これらの観測では，し

がえる。

今日のフィリピンに関する長期的な気象変

化をあつかった論文をみると戦中から戦後期

にかけて数年間以上のデータの欠落がみとめ

られる30）。現在みつかっている，上記のよう

な『比律賓氣象月報』と『比島行政機關氣象

月報』所載のデータがカバーする期間はまだ

短いが，フィリピンの気象観測データの戦中

期の欠落部を補う可能性のあるものとして評

価でき，未発見の号のさらなる探索が求めら

れる。

なお第二次大戦後，フィリピンの気象観測

はフィリピン人が主体となった政府機関の気

象局が行うこととなり，イエズス会の気象観

測は再開されなかった。ただし1951年になっ

て，観測所を移して地震観測を開始し，以後

電離層研究も手がけるようになっている31）。

．上海を中心とする海軍の気象観測と気象

月報

すでにみたように，戦中期には海軍も各地

に観測所を設置して気象観測を行った。マニ

ラと同様のイエズス会の観測所が設置されて

いた上海における海軍の活動をつぎに見てみ

よう。

上海徐家匯のイエズス会の観測所は1871年

に設立され，気象報告を開始するだけでなく

（1873年），中国海岸部における暴風の予測と

警報のシステムの確立に大きな役割を果たし

た32）。また日本本土や台湾の気象観測データ

と同観測所の気象観測データの交換も早くか

ら進められていた33）。

第二次上海事変 （1937年） 以後，上海に対

する影響力を強めた日本は，こうした徐家匯

の観測所の気象業務を停止した34）。また「在

中華民国上海總領事館附」の測候所として，

中央気象台の傘下にあった上海測候所を35），

1938年に上海海軍気象観測所とし36），日中戦

争の展開とともに，傘下の気象観測所を中国

南東部の海岸と島嶼に配置した37）。

表 3　海軍第二気象隊 （本部：上海） の観測網

観測所 北　緯 東　経 標高（m）

上　海 31度17分 121度28分 2.8

連運港 34度45分 119度51分 154.9

安　慶 30度35分 116度50分 24.2

九　江 29度44分 115度59分 34.2

城陵磯 29度27分 113度07分 35.7

舟山島 30度01分 122度06分 5.0

川石島 26度08分 119度40分 90.5

厦　門 24度27分 118度05分 24.5

三 島 22度00分 113度33分 2.0

州島 21度03分 109度07分 39.0

東沙島 20度42分 116度43分 3.5

海　口 20度02分 110度21分 16.1

三　亞 18度16分 109度28分 3.0

注：第二氣象隊『気象月報』1944年 7月による。
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武器や自動車，通信機器のほか，観測器具，

さらにはそれらに関連した道具や消耗品，事

務器具にくわえて，関係図書までも記載して

いる41）。これらから第二気象隊の担当してい

た各種の業務を推定することができるだけで

なく，それを含めた近隣の日本軍の気象関係

業務，さらには気象月報の存在をうかがうこ

とができる。戦時期の気象観測を回想した書

物には，日本軍が刊行した気象月報に関する

記載が少ないだけに，これは大変貴重であ

る。

目録に掲載された図書のうち，気象月報だ

けを選び出して示したものが表 4である。記

載が簡略で詳細がわからないものが多いが，

現地に展開していた海軍の気象隊がこうした

形でかなりの気象観測データを保有していた

ことがわかる。遠隔地で刊行されたものが多

くないのは，輸送の障害によるものと考えら

れる。また陸軍の観測隊の月報が海軍の気象

かし財政難のため機器が不十分で，無線機な

どの通信機器もなく，観測データが外部に流

出することが少ないとされている点も留意さ

れる。

このような点で，第二気象隊の気象観測資

料は，イエズス会の徐家匯観測所のデータの

欠落部を補うと同時に，中国大陸沿海部の

データとして意義があると考えられるが，さ

らに注目されるのは，その本部が収蔵してい

た日本軍の気象観測月報に関する資料であ

る。第二気象隊の場合は，きわめてまれなこ

とではあるが，それが残されているのであ

る。

第二次世界大戦終結とともに第二気象隊の

観測施設は活動を停止したようで，1945年10

～11月にかけては，気象観測器具や図書を戦

勝国側に引き渡した。これに際しての目録が

アジア歴史資料センターの公開している資料

に示されており，第二気象隊が保有していた

表 4　海軍第二氣象隊の点収完了報告に見られる気象月報

番号 名　　称 数量 作製主体 備考

 1 南支氣象月報 14冊 南支那気象部 別項で一揃と記載

 2 中支那氣象月報 15冊 中支那気象部 別項で一揃と記載

 3 北支那氣象月報 36冊 北支那気象部 別項で一揃と記載

 4 南方氣象月報 25冊

 5 ジャワ・スマトラ氣象月報 2冊

 6 氣象月報 第二気象隊？ 「二年支那各地観測所ノ分」と記載

 7 スラバヤ上層氣流月報 1揃

 8 氣象月報 第二気象隊？ 「支那各地ノ分観測所ノ分」と記載

 9 上海氣象月報原簿 1揃 上海気象台

10 中央氣象台月報 1揃 中央気象台

11 高層氣象月報 1揃 海軍水路部？

12 大阪？氣象月報 1揃

13 海洋氣象月報 1揃

14 上層氣流月報 1揃 上海気象台？

15 満洲高層氣象月報 1揃 中央観象台

16 上海氣象月報 1揃 上海気象台

注：ほかに判読が困難であるが「気象月報」であることがわかるものが 2種類見られる。また『北支那氣象月報』の発行主体
の部隊名は，しばしば変更されている （後述）。なお，作製主体の推定に際しては，防衛研究所の公開目録も参照した。
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られる上記の雑誌の目録である （表 4）。そ

こに記載された『北支那氣象月報』，『中支那

氣象月報』，『南支氣象月報』は，それぞれ北

支那気象部・中支那気象部，南支那気象部

（のちいずれも氣象隊）45）の刊行したもので，

表 2に示した数量が，各月号の延べ数なの

か，それとも製本された状態のものをカウン

トしたのか気になるところであるが，ともあ

れかなりの数にのぼる月報が刊行されていた

ことがわかる。

上記 3種類の気象月報のうち，現在まで調

査したところでは，『北支那氣象月報』が最

も多く残存するようで，アメリカ議会図書館

と気象庁図書館での調査結果に加え，アジア

歴史資料センターの公開資料，防衛研究所の

公開目録によって作製したのが表 5である。

また，それが示す観測点は，表 6のように江

蘇省の北端の徐州から山東省，河北省，山西

省，内モンゴルの主要地点に展開していた。

『北支那氣象月報』はその内容から大きく

4つに分かれている。「第一部」は各観測地

点の詳細な地上観測記録を収録し，内容を検

討できた号では1941年以降になると北支那気

象隊傘下の観測所のデータを掲載する「其ノ

一」とそれ以外の近隣の観測地点のデータを

掲載する「其ノ二」に分かれている。つづく

「第二部」は，中国空軍の気象放送を暗号解

読して入手したデータを収録する。さらに

「第三部」は高層観測データを収めている

が，1939年 4月の「第一部」には徐州・運

城・臨汾・彰徳［現安陽］・濟南・太原・南

苑［北京］・包頭・厚和の高層気流データと

南苑［北京］・包頭の高層気象データを掲載

しており，「第三部」はこれ以後に発刊され

るようになったものと考えられる。

以上のような「第一部」から「第三部」は

いずれも毎号の頁数が多く，500頁に達する

ものがあるのに対し，「概報」は数十頁で，

各観測地点の観測結果の概要 （気温データを

例にすると各日の最高・最低気温，平均気

隊に提供されていたことも注目されよう。こ

うしたリストは，今後の気象データの探索に

大きな示唆と展望を与えるが，これについて

は次節で検討することとして，つぎに進みた

い。

以上に関連してさらに言及しておきたいの

は，アメリカ議会図書館は厦門根據地隊氣象

観測所の1941～1942年の『高層氣象（ラヂ

オ・ゾンデ）記録』，東沙島の『氣象月報原

簿』 （1938，1940～1943年），三亜の高層気象

観測記録 （1942年 6月），日馬井の 『飛行適否

観測記録』 （1941年 2月～1942年 1月） といっ

た手書きの資料を収蔵することである。表 3

に示すように，厦門・東沙島・三亜・日馬井

はいずれも海軍の第二気象隊の傘下にあった

観測所で，上記資料は1945年にアメリカ軍に

接収されたものと推定している。

ところで，イエズス会の徐家匯観測所は1946

年に気象観測を再開したが，1949年12月に紅

軍に観測所が接収されて全ての観測活動を終

了した42）。フィリピンの場合と同様に，日本

軍の気象観測は同会の継続した観測を中断し

たことになるが，戦後の処理が戦火のなかで

行われなかったことが，多くの観測記録の残

存につながった可能性は大きい43）。

．中国大陸内陸部の気象観測データ

さらに言及しておきたいのは，中国大陸内

陸部における日本陸軍による気象観測とこれ

によるデータを掲載する気象月報である。す

でに触れたように，日中戦争開始後中国大陸

に展開していた野戦気象隊は，1939年 4月に

北支那気象部・中支那気象部，南支那気象部

に編成され，北支那気象部 （本部：北京） は

華北～内モンゴル，中支那気象部 （本部：南

京） は揚子江沿岸地域，南支那気象部は広東

省～広西省および仏印を担当した44）。

これらの組織の活動による観測データに関

連して注目されるのは，海軍第二気象隊が戦

勝国側に引き渡した設備や備品のリストにみ
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表 5　アメリカ議会図書館，気象庁図書館を中心とした『北支那氣象月報』の収蔵状況

北支那氣象月報
概要

第一部 第二部 第三部 備考
刊行元 所蔵機関 LC 旧蔵機関 LC 分類

昭和14年 2月 気 気
（1939年） 3月

 4月 防 高層気流・気象も含む，アジ歴
 5月
 6月
 7月
 8月
 9月
10月 北支那氣象部 国，防 国は返還資料，アジ歴
11月
12月

昭和15年 1月
（1940年） 2月 北支那氣象部 LC 東亜研究所 U21,400

 3月 北支那氣象部 LC 東亜研究所 U21,401
 4月 北支那氣象部 LC 東亜研究所 U21,402
 5月 肥佐多部隊本部 LC，京大 東亜研究所 U21,403 LCアジア部も有
 6月 肥佐多部隊本部 LC 東亜研究所 U21,404 LCアジア部も有
 7月
 8月 肥佐多部隊本部 LC 東亜研究所 U21,406 国 国 国は返還資料,アジ歴
 9月 肥佐多部隊本部 LC U21,407 防 LC LCアジア部も有
10月 肥佐多部隊本部 LC U21408
11月 肥佐多部隊本部 LC U21,409
12月 肥佐多部隊本部 LC U21,410

昭和16年 1月
（1941年） 2月

 3月 肥佐多部隊本部 気（1） 気（1）は末尾を欠く
 4月 肥佐多部隊本部 LC U21,411 気（1）
 5月 肥佐多部隊本部 LC U21,412 LCアジア部も有
 6月 肥佐多部隊本部 LC U21,413
 7月 肥佐多部隊本部 気（2）
 8月 肥佐多部隊本部 LC U21,414
 9月 肥佐多部隊本部 LC U21,415
10月 榮第9882部隊 LC U21,416 気（1） 気（1）は末尾を欠く
11月 榮第9882部隊 LC U21,417 気（1） 気（1）は冒頭を欠く
12月 榮第9882部隊 LC U21,418

昭和17年 1月 榮第9882部隊 LC U21,419
（1942年） 2月 榮第9882部隊 LC U21,420

 3月 榮第9882部隊 LC，気 U21,421 気（1）（2） 気 気
 4月 榮第9882部隊 LC，気 U21,422 気（1）（2） 気 気
 5月 榮第9882部隊 LC 東亜研究所 U21,423
 6月 榮第9882部隊 LC 東亜研究所 U21,424
 7月 隼9882部隊 LC 東亜研究所 U21,425
 8月 隼9882部隊 LC 東亜研究所 U21,426 気
 9月 隼9882部隊 LC 東亜研究所 気（1） 気
10月 隼9882部隊 LC 東亜研究所 U21,427 気（1）（2） 気
11月 隼9882部隊 LC 東亜研究所 U21,428 気（1） 気
12月 隼9882部隊 LC 東亜研究所 U21,429 気（1）（2） 気

昭和18年 1月 隼9882部隊 LC 東亜研究所 U21d
（1943年） 2月 隼9882部隊 LC 東亜研究所 U21d 気（2）

 3月 隼9882部隊 LC 東亜研究所 U21d 気（2）
 4月 隼9882部隊 LC 東亜研究所 U21d 気（2） 気
 5月 隼9882部隊 LC 東亜研究所 U21d 気（2） 気
 6月 隼9882部隊 LC 東亜研究所 U21d 気
 7月 隼9882部隊 LC，気 東亜研究所 U21d
 8月 隼9882部隊 LC，気 東亜研究所 U21d
 9月 隼9882部隊 LC 東亜研究所 U21d 気
10月 隼9882部隊 LC 東亜研究所 U21d 気
11月 隼9882部隊 LC，気 東亜研究所 U21d
12月 隼9882部隊 LC，気 東亜研究所 U21d

昭和19年 1月 隼9880部隊御崎
部隊 LC 東亜研究所 U21d

（1944年） 2月 隼9880部隊御崎
部隊 LC 東亜研究所 U21d

 3月 隼9880部隊御崎
部隊 LC，気 東亜研究所 U21d

注（1）所蔵機関の略号．LC：アメリカ議会図書館，気：気象庁図書館，国：国立公文書館，防：防衛研究所，京大：京都大学図書館。
　 （2）「アジ歴」は，アジア歴史資料センターが公開しているものを示す。
　 （3）第 1 部の （1） は「其ノ一」，（2） は「其ノ二」を示す。ただしこの区分は1939 （昭和14） 年 4月号には見られない。
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できたものから1939年 2月号以降，1944年 3

月号までは少なくとも毎月刊行されたことが

確実と思われる。その他については毎月刊行

されたかどうかについて今後確認していく必

要があり，とくに「第三部」については刊行

開始期に留意したい。

なお，『北支那氣象月報』の刊行元は北支

那気象部から肥佐多部隊本部，榮第9882部

隊，隼 9882 部隊，隼 9880 部隊御崎部隊と変

化した。このうち「肥佐多部隊」は，1940年

4月以降北支那気象部 （のち気象隊） の隊長

を務めた肥佐多辨少佐の姓による。また「榮」

は北支那気象隊などの属した支那派遣軍の通

称となる47）。「隼」については不明な点が多い

が，1944年4月末以降は第五航空軍の指揮下

にあった第四気象連隊の通称であったことが

確認できる48）。同年 2月に北支那気象隊をふ

くむ支那派遣軍気象隊は第四気象連隊に改編

され，北支那気象隊はその第一大隊となった。

これに肥佐多少佐にかわり御崎信幸少佐が着

任して「御崎部隊」となったわけである49）。

今後さらに他の機関の調査が必要である

が，『北支那氣象月報』についてはまだ欠号

があるものの，全容が見えてきていると言っ

てよいであろう。その観測は多くの地点で

1945年 8月以後も継続したとされており50），

さらに新しい時期に刊行された月報の探索も

望まれる。

以上のような 『北支那氣象月報』 に対して，

南支那気象部 （気象隊） や中支那気象部 （気

象隊） の月報も注目されるが，現在のとこ

ろ，防衛研究所に1939年11月および12月の，

気象庁図書館に1941～1942年の『中支那氣象

月報』 があることが判明しているだけである51）。

このように所在が判明している気象月報

が，その対象地域によって差がある背景は不

明であるが，北支那気象部 （気象隊） の場合，

作戦にあわせて移動の激しかった中支那気象

部 （気象隊） や南支那気象部 （気象隊） と比較

して，カバーする地域が比較的平穏で，観測

温，最高と最低の較差） をあわせて掲載して

いる。これと同様のものは「第一部」の冒頭

に掲載されていることが1942年の 3月号，4

月号で確認でき，「概報」は「第一部」をも

とに刊行されたものであると考えられる46）。

「概報」はアメリカ議会図書館が1940年以

降はほぼ連続して収蔵しており，その多くに

は東亜研究所の蔵書印がみられる。各所に分

散して仮収蔵されていたためか，いくつか欠

号があるが，他ではカバーできないコレク

ションとなっている。

他方，気象庁図書館は『北支那氣象月報』

のなかでも「第一部」ならびに「第三部」を

多く収蔵しているが，欠号が多い。国立公文

書館と防衛研究所が収蔵するものは多くない

が，前者には返還資料が確認されることも注

目されよう。また「第二部」は確認できるも

のが少なく，全部で 4点のみである。

以上のうち「第一部」と「概報」は，確認

表 6　北支那気象部の観測点（1939年10月）

観測地点 北　緯 東　経 標高（m）

徐州 34度4 117度2 55.0

運城 35度0 111度0 373.0

臨汾 35度9 111度6 460.0

彰徳 36度1 114度5 80.5

青島 36度1 120度3 78.6

濟南 36度6 117度0 50.0

太原 37度8 112度5 805.0

石家荘 38度1 114度7 100.0

天津 39度2 117度2 6.4

南苑 39度8 116度4 42.8

大同 40度０ 113度3 1048.8

包頭 40度1 110度0 1022.0

厚和 40度8 111度7 1058.0

張家口 40度8 114度9 776.3

百靈廟 41度7 110度4 1351.7

西蘇尼特 42度5 112度9 1087.3

阿巴嘎 43度9 116度1 925.0

注：『北支那氣象月報』1939年10月号による。
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ロ島のサンホセでアメリカ軍の進撃時に接収

されたものであるところからすれば，その他

の場所でもこうした焼却が徹底されたことが

うかがえる。しかし，上海の気象観測所のよ

うに，施設や資材の引き渡しが行われたとこ

ろでは，日本軍の気象観測資料のその後の行

方を検討する意義は大きいと考えられる。も

ちろん中国でもその後に内戦を経験してお

り，そこでこの種の資料が受けた取り扱いを

考慮しなければならないとはいえ，中国の関

係機関が収蔵している可能性は大きいと考え

られる。

他方，現地側の気象観測に注目してみる

と，日本軍の気象観測はその中断を招いただ

けでなく，軍事情報として秘匿された日本軍

の観測データが，その後も現地に還元されな

いままに経過し，戦時期のデータ欠落につな

がった経過も理解されてくる。ただし，各地

で編集・印刷された気象月報は，なおいくつ

かの機関に残されており，アメリカ軍が接収

した資料の一部も返還資料として日本の関係

機関に収蔵されるに至っていることを思え

ば，各地に今もなお散在している資料の集成

にさらに努力すれば，この欠落をかなりの程

度まで埋めることができる可能性も明確に

なったといえよう。

この場合，日本軍の気象観測資料のほとん

どは日本語で書かれており，その再生には，

日本の研究者の関与が不可欠である。遅きに

失しているとしても，戦後処理の一環という

点も考慮しつつ，これらのデータのレス

キューに日本の学界は取り組むべきであろ

う。

なお，こうした作業によって気象観測資料

が発見されても，現地の新旧の観測データと

連結するためには，さまざまな努力が必要で

ある。戦時期の日本軍の気象観測の技術的側

面やスタンダードにも配慮して調査を進めて

いく必要も大きい54）。

 （大阪観光大学*，山口大学**）

業務のほか研究に従事する余裕があったとさ

れている点は関連して注目される52）。これが

気象月報の編集や刊行，さらには配布に影響

したと推定される。

なお以上に関連して言及しておきたいの

は，アジア歴史資料センター資料に含まれて

いる陸軍部隊による各種の気象月報のなかに

は，配布先が記された紙片をともなう点であ

る。これに示される配布先のほとんどは陸軍

の機関や部隊で，他に海軍の現地部隊や現地

政府が含まれている程度であることは注目に

値する53）。もちろん陸軍省など日本本土の機

関にも送られているが，中央気象台は送付先

となっていない。このことは，中央気象台を

継承する気象庁の図書館におけるこの種の資

料の収蔵にいたる経過を示唆する。今後の調

査のためには，気象庁図書館が収蔵する陸海

軍の気象月報の来歴にもあわせて留意すべき

であろう。

．むすびにかえて

以上，まだ調査途上で確認すべきことが少

なくないが，気象観測データの軍事情報化と

気象観測の軍事化にともない，戦時期の気象

観測はそれ以前と比較すると，大きく変化し

たことにはじまり，日本軍の進撃にともなっ

て展開した気象観測と，それまでに現地で構

築・維持されていた気象観測組織との関係，

さらには，戦争の終結期における気象観測資

料の接収や引き渡しについて検討してきた。

この結果，戦闘状態の中で戦争が終結した

フィリピンの場合と，施設や資材の引き渡し

が武力行使なしでおこなわれたと考えられる

上海とでは大きなちがいがあったことが判明

した。おそらくマニラの観測所にあった日本

軍の観測資材や資料は，イエズス会の観測所

の資材や資料とともにアメリカ軍の到来前に

焼却されたと考えられる。現在見ることがで

きる『比律賓氣象月報』と『比島行政機關氣

象月報』が，来歴未調査分を除けば，ミンド
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軍が構築した観測網により気象データが集

積された点は無視してはならない。ただ

し，こうした戦中期の日本軍による観測

データの積極的発掘は行われておらず，地

球温暖化に関する議論のなかで示される

1900年以降の観測データ（日本周辺海域の

海面水温変動）の場合ですら，戦中期の値

が空白になっている場合があるのは（武田

邦彦『環境問題はなぜウソがまかり通るの

か』洋泉社，2008，37－42頁。明日香壽川・

吉村　純・増田耕一・河宮未知生・江守正

多・野沢　徹・高橋　潔・伊勢武史・川村

賢二・山本政一郎『地球温暖化懐疑論批判』

東京大学サステイナビリティ学連携研究機

構・地球持続戦略研究イニシアティブ，

2009，13頁），こうした状況を反映するもの

と考えられる。

 4） アメリカ議会図書館では，日本軍による気

象観測資料（戦中期および戦後期の接収資

料）のオンライン・カタログへの登録が進

行している。また防衛省防衛研究所でも日

本軍による気象観測資料の目録への登録が

継続されており，従来よりも所在確認が容

易になっている。

 5） 前掲 2）③ⅰ－ⅱ頁。

 6） 日本地学史編纂委員会「日本地学の展開

（大正13年～昭和20年）〈その 2〉」地学雑誌

110－3，2001，362－392頁。

 7） 中川　勇編『陸軍気象史』陸軍気象史刊行

会，1986，71－99頁。

 8） 海上保安庁水路部編『日本水路史 1871－

1971』日本水路協会，1971，264－269頁。

 9） 気象庁編『気象百年史資料編』日本気象学

会，1975，325－335頁。

10） 前掲 9）132－134頁。

11） 前掲 7）100－454頁。

12） 日本陸軍の用いた気象暗号および連合軍の

用いた気象暗号の解読の概要については，

前掲 7）455－458頁を参照。くわえて，日本

陸軍によるソ連の気象通報の暗号化の捕捉

については，アジア歴史資料センター資料

「極東ソ邦気象暗号化に関する件」1939年 7

月10日 （Ref.C01004631900），またその解読

については，前掲 7）370－371頁を参照。中

〔付記〕

本稿に関する調査研究に際して，とくにアメ

リカ議会図書館の藤代眞苗氏，中原まり氏，伊

東英一氏，スティーン智子氏をはじめとする皆

さんには，未登録の資料の紹介を含めてさまざ

まなご配慮をいただいた。また同館での調査に

際しては，波江彰彦博士 （大阪大学），鈴木涼子

氏 （現愛知県立岡崎高校） の助力を得た。さらに

データ・レスキューを推進されている松本淳首

都大学東京教授，財城真寿美成蹊大学准教授か

らは，さまざまな刺激をいただいた。くわえて

気象庁図書館では，資料の閲覧に際し便宜を

図っていただいた。記して，以上の方々ならび

に機関に感謝します。

なお，本研究には2007－2009年度科学研究費補

助金，基盤研究 （A） 「アジア太平洋地域の環境モ

ニタリングにむけた地図・空中写真・気象観測

資料の集成」 （課題番号：19200059） ならびに

2012－2013年度研究費補助金，基盤研究 （A） 「未

利用の海外所在近代地理資料の集成と活用」（課

題番号：24240115）を使用した。
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たが，他方現地側の観測網に代わって日本
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McCoy, A.W. and Scarano, F.A. eds., Colonial 
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Wartime Meteorological Observations of the Japanese Military in East Asia and

the Collection of Its neglected Data

KOBAYASHI Shigeru* and YAMAMOTO Haruhiko**

During World War II, Japanese military extended meteorological observations in East Asia and 
western Pacific, mainly because the importance of air force rose considerably in the warfare. In addi-
tion to the observation at ground stations, aerological observations with pilot balloons and radio-
sondes were carried out at strategic points in order to assure the safety of aerial navigation. 

However, the data accumulated were not compiled concerning many stations. Studying the Japanese 
imperial maps at the Library of Congress, Washington, D.C., since 2007, the authors found many 
monthly weather reports and original registers of meteorological data prepared by the Japanese mili-
tary, which were confiscated by the U. S. military. Listing these materials, they came to be confident 
that the meteorological observations were maintained at most of the stations and no small data, 
which were completely forgotten thereafter, have been buried in the institutions and libraries con-
cerned. 

In this paper, the authors discuss the possibility of securing wartime meteorological data regarding 
the Philippines and China on the basis of their study and recommend scaling up the survey for bridg-
ing the pre- and postwar data interrupted by the wartime meteorological observations of the Japa-
nese military.  

 (*Osaka University of Tourism，**Yamaguchi University)
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